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１．はじめに 

 近年過度な自動車利用を見直そうと，自主的な行動変

容を促すモビリティ・マネジメントの取り組みが盛んで

ある．モビリティ・マネジメントでは，行動変容を促す

ために，コミュニケーションを中心とした取り組みが特

徴的だとされる．一人一人の交通行動を診断し，代替案

を提示するトラベル・フィードバック・プログラム（TF

P）などがよく用いられる．TFPでは，一人一人異なる交

通行動を診断しなくてはならないため，紙ベースの質問

票では，診断に非常に多くの時間と労力がかかる．その

ため，近年ではWebベースの診断プログラムが開発され

成果をあげている1)． 

モビリティ・マネジメントでは，コミュニケーショ

ン施策が中心であるが，公共交通の利便性向上や料金施

策などのpull施策や，自動車の利用を規制したり，課金

を行ったりするpush施策もセットで行われる例も増えて

いる．例えば，筑波大学では，バス会社から1年間有効

の区間乗り放題定期券を大口で購入し学生・教職員に格

安で販売すること，バスを増便すること，駐車場の課金

をすること，をコミュニケーション施策とセットで行っ

ている2)． 
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既存研究では，pull施策として公共交通の利便性向

上や料金施策の例は多々あるものの，公共交通利用者に

時差出勤などの勤務形態変更を認めるような施策をとっ

た研究は少ない．一方，有賀ら3)は混雑課金などを行わ

なくても，潜在的に一定数時差出勤を好む層が存在する

ことを示しており，職場の勤務形態変更とセットで行え

ば，ピーク時の自動車通勤者が，オフピーク時の公共交

通機関利用にシフトする可能性がある． 

このオフピーク時の公共交通機関にシフトすること

は，シフトする当人にメリットがあるだけでなく，公共

交通を運用する側にとっても望ましいものである．なぜ

なら，ピーク時の公共交通に乗客がシフトしてきた場合，

運転手や車両の都合で増便がしにくい場合が多く，増便

で対処できた場合にもピーク時に合わせて運転手や車両

を用意するためオフピーク時にはもてあましてしまうか

らである． 

そこで本研究は，交通手段転換と勤務時間帯の変更

を同時に考慮したモビリティ・マネジメントを提案する．

具体的には，公共交通機関を利用する場合には時差出勤

制度を利用できることを想定し，職員の交通手段選択・

出発時刻選択の意向を尋ねる．コミュニケーション施策

には，筆者らが開発したWebベースの交通シミュレータ

ーを用い，自動車通勤をしている人に対して，自転車や

公共交通機関など，他の交通手段で通勤する場合の代替

案を自動的に作成し，提供する． 

 

２．対象地と対象職員の概要 

 本研究では，つくば市の市役所の職員を対象とした． 

市庁舎は，つくば市のほぼ中央に位置し，2010 年 5

月に現在の庁舎がオープンした．1987 年に谷田部町，

大穂町，豊里町，桜村の 3 町 1 村が合併し，その後，

1988 年に筑波町，2002 年に茎崎町が加わり，現在のつ

くば市になった．この影響で本庁機能が，旧町村の谷田

部庁舎，大穂庁舎，桜庁舎，豊里庁舎，筑波庁舎，茎崎

庁舎と春日庁舎に分散していたが，新庁舎に集約された．

これにより，職員の多くは勤務地が変更となった． 

 現在の市役所庁舎のある研究学園地区は，2005 年に

つくばエクスプレスの開業を機に開発が進められている

地区である．庁舎はつくばエクスプレスの研究学園駅か



ら徒歩 10 分ほどの場所にある．一方バス路線に関して

は，その多くが研究学園駅となりのつくば駅に接続して

いる． 

市役所の職員は約 700 名，勤務基本時間帯は 8 時 30

分から17時15分までである．なお，現在市役所の駐車

場に課金をしており，毎日利用する人月額 2000 円（低

公害車月額 1000 円），たまに利用する人月額 500 円で

ある． 

 

３．アンケート調査 

 Web ベースのシミュレーターを用い，自動車通勤をし

ている職員を対象に，3 つのおのおのの条件時にどの交

通手段を選んで通勤をしたいか意向を尋ねる調査を行っ

た．3 つの条件とは，現状の交通ネットワークの場合，

庁舎間直行バスを運行してパーク・アンド・バスライド 
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図1 アンケート調査のフロー 

を導入した場合，庁舎間直行バスに加え時差出勤制度を

導入した場合である．アンケート調査のフローを図1に，

調査内容詳細を表1に示す． 

なお職員の居住地について 4 つに分類し分析する．

市役所から半径4ｋｍ未満で公共交通の利便性が高いエ

リアを P1・低いエリアを O1，市役所から半径 4 ｋｍ以

上で公共交通の利便性が高いエリアを P2・低いエリア

を O2 とする（図 2）．なお公共交通の利便性が高いエ

リアとは，鉄道駅から半径1ｋｍ以内またはバス停から

半径500ｍ以内，かつ市役所まで乗換1回以内で，便数

が1時間に1本以上確保されている地域と定義した． 

意向を尋ねるアンケート協力者は市役所のイントラ

ネットに掲載してもらい募った．現在有効回答数で 84

名の協力者が集まり，分析を行った．なお，今後協力者

が増える見込みである． 

 

 
図2 4つの居住地分類 

 

表1 アンケート調査内容詳細 

分類 内容
個人属性 部署、年齢、性別、同居している人、小学生以下の同居している子供の有無
現在の交通手段 通勤交通手段、使い分けている人はその詳細
交通手段選択理由 自転車、公共交通を使う理由、使わない理由
勤務時間帯 市役所到着時刻、出発時刻
居住地 居住地の緯度経度
現状の交通ネットワークでの
交通手段利用意向

市役所の駐車場が1日100円のとき、200円のとき

庁舎間直行バス運行時の
交通手段利用意向

市役所の駐車場が1日100円のとき、200円のとき

庁舎間直行バス運行時かつ
時差出勤制度導入時の
交通手段利用意向

市役所の駐車場が1日100円のとき、200円のとき



４．現状の通勤交通手段と要因分析 

 

（１）現状の居住地分類別の交通手段 

居住地4分類別の交通手段を図3に示す．これによる

と，O2 に分類される地域に居住する職員が全体の半分

以上を占める．したがって，現状の交通ネットワークで

は公共交通の利用促進は難しい職員が非常に多いことが

わかる．また市役所から半径 4km 以上の地域に住む遠距

離の自転車通勤者も一定数存在することが確認できる． 

 

（２）近距離自動車通勤者（P1，O1）が自転車に転換す

る場合の制約 

 市役所から半径 4km 以内に在住の職員でも半数以上が

自動車通勤を行っている．自転車通勤ができない理由に

ついて分析したものを図 4 に示す．これをみると，自転

車通勤すべての人に同じ条件である「天気・天候の問

題」や「自転車を持ってない」という理由が多く，これ

らを理由に挙げている人に関しては，自転車への転換へ

の障害は少ないといえよう．一方，「通勤・帰宅途中の

立ち寄りが難しくなる」を挙げており，通院，スポー

ツ・娯楽，買い物など現状と同じ代替活動機会がないと

転換は難しいといえる．また，うち 1 名は子供の送迎が

できないことを挙げており，転換は難しい． 

 

（３）遠距離自動車通勤者（P2，O2）が公共交通に転換

する場合の制約 

 図 5 をみると，公共交通の利便性の高いエリア（P2）

では，「本数が少ない」ことを挙げている人が最も多い．

その一方で，「使える路線ルートがない」を挙げている

人も多い．これは，多くの P2 エリアでは，路線バスと

鉄道を短時間のうちに乗り継ぐことになるため，選択肢

にあがらないのではないかと推察される． 

 公共交通の利便性の低いエリア（O2）では，想定通り

「使える路線ルートがない」が多く挙げられている． 

 P2，O2 合わせて 14 人が，「通勤・帰宅途中の立ち寄

りが難しくなる」を挙げている． 
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図3 居住地分類別の交通手段 
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図4 自転車への転換の制約 
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図5 公共交通機関への転換の制約 

（P2：15名，O2：39名） 

 
５． モビリティ・マネジメント 

 現在自動車通勤を行っている職員に，現状の交通ネッ

トワークの場合，庁舎間直行バスを運行してパーク・ア

ンド・バスライドを導入した場合，庁舎間直行バスに加

え時差出勤制度を導入した場合，それぞれの条件時の意

向を尋ねたものを分析する． 

 

（１）現状の交通ネットワークの場合 

 P1 に住んでいる人には自転車と公共交通，O1 に住ん

でいる人には自転車，P2 に住んでいる人には公共交通

の詳細な情報を提供した（図 6）．具体的には，自転車

の場合は自宅位置情報ら所要時間を推定したものと身体

活動量 4)，公共交通の場合，自宅位置情報から最寄のバ

ス停を検索し，バスの時刻表にもとづいた代替案と身体

活動量を提示した．行きは市役所の始業時刻にあわせ設

定し，帰りは通常帰宅する時刻にあわせた．なお，帰り

は毎日同じ時刻とは限らないため，バスや鉄道の運行頻

度と終バス・終電情報も提示した．今回は利用者に直接

影響のある情報に限定をし，CO2 排出量などは提示を行

わなかった． 

a）市役所の駐車場の課金が1日100円の場合 

 ほぼ現状の状態であるが，P1，O1 の 13 名中 3 名自転

車通勤を選好する職員が現れた．身体活動量などのメリ

ットを感じて意向を変えたものと思われる． 

b）市役所の駐車場の課金が1日200円の場合 

 a)の場合と変わらず，P1，O1 の 13 名中 4 名自転車通

勤を選好する職員が現れた．（うち3名はa）と同じ） 



 

図6 自動車，自転車，公共交通での通勤の相違 

 

 

図7 庁舎間直行バスの代替案 

 

（２）庁舎間直行バスを導入してパーク・アンド・バス

ライドを導入した場合 

現状の職員の居住地分布の現状から，パーク・アン

ド・バスライドを導入して，自動車走行距離を削減する

ことを考える．つくば市には，新庁舎以外に 7 つの旧庁

舎が存在する．そのうち，新庁舎から近い春日庁舎をの

ぞく 6 庁舎でパーク・アンド・バスライドを導入するこ

とを考える．P2，O2 に住んでいて自動車通勤をしてい

る職員の自宅から旧庁舎まで，自動車を運転し，旧庁舎

で直行バスに乗り換えることになる（図 7）．なお，旧

庁舎の駐車場は無料としている． 

a）市役所の駐車場の課金が1日100円の場合 

 54 人中 6 名が庁舎間直行バス通勤を選好する職員が

現れた．他の職員については意向は変わらなかった． 

b）市役所の駐車場の課金が1日200円の場合 

 54 人中 13 名が庁舎間直行バス通勤を選好し，1 名が

公共交通を選好した． 

 

 

 

図8 時差出勤を認めた場合の選択肢 

 
（３）公共交通・庁舎間直行バス利用者には時差出勤制

度を導入した場合 

 公共交通または庁舎間直行バスを利用する職員を対象

に，勤務時間帯を公共交通や庁舎間直行バスの時刻に合

わせて決められる時差出勤制度の導入した場合を考える．

具体的には，始業時刻を現在の8時30分だけでなく，7

時 30 分から 9 時 30 分の間 15 分毎に自由に選べるもの

と仮定する．なお，始業時刻は変更するが，勤務の長さ

は変更しない．したがって，勤務終了時刻は始業時刻に

よって17時 15分から前後する．なお，庁舎間直行バス

は，運行間隔を30分毎，終バスを22時市役所発として

設定した． 

a）市役所の駐車場の課金が1日100円の場合 

 54 人中 11 名が庁舎間直行バス，2 名が公共交通通勤

を選好した．これは，交通手段を変えてでも，勤務時間

帯を変更したいというニーズがあることを示す（図 9）．

10 名がどのような勤務時間帯を選んだかを図 10 に示す． 

b）市役所の駐車場の課金が1日200円の場合 

 54 人中 18 名が庁舎間直行バス，2 名が公共交通通勤

を選好した（図 9）．しかし，図 10 の時間帯の分布を

見ると，時差出勤をしたい人は1日100円のときからほ

とんど変わっておらず，通常の勤務時間帯である 8 時半

始まりの人数が増えていることが特徴的である． 
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図9 様々な施策を行った場合の交通分担率 
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図10 公共交通・庁舎間直行バスを選択した 

職員の希望勤務時間帯 

 

最後に，庁舎間直行バスと時差出勤をセットで行ったと

きに，どの旧庁舎で，何人の需要があったかを分析する．

旧桜庁舎9名，旧茎崎庁舎7名，旧筑波庁舎1名，旧豊

里庁舎 1 名であった．この中で，旧茎崎庁舎は特に市役

所から車で約 25 分と遠く，パーク・アンド・バスライ

ドを行うことで，CO2 排出量の大幅な削減や運転者の疲

労低減に有効であると思われる． 

 

６．CO2排出量の試算 

 3 つの各条件設定を行った場合に 1 日の CO2 排出量が

どのように変化するのか試算をする．なお試算に当たっ

ては，モビリティ・マネジメントの手引きに記載されて

いる値 

自動車0.094kg/分，鉄道0.01kg/分，バス0.05kg/分 

を用いた． 

 様々な施策を行った場合の交通分担率は図 9 のように

変化をする．この分担率をもとに，上記の値から CO2 排

出量を算出すると図 11 を得る．自動車分担率の減少に

伴い，CO2排出量が削減されることがわかる． 
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図11 様々な施策を行った場合のCO2排出量と削減率 

 

 

７．結論と今後の課題 

 本研究では，庁舎を統合したつくば市の職員のうち自

動車通勤をしている人を対象に，Web ベースの交通シミ

ュレーターを用い，3 つのおのおのの条件時にどの交通

手段を選んで通勤をしたいか意向を尋ねる調査を行った．

3 つの条件は，現状の交通ネットワークの場合，庁舎間

直行バスを運行してパーク・アンド・バスライドを導入

した場合，庁舎間直行バスに加え時差出勤制度を導入し

た場合である． 

 その結果，現状のネットワークで情報提供をした場合，

庁舎間直行バスを運行してパーク・アンド・バスライド

を導入した場合に比べ，公共交通や庁舎間直行バスを利

用する際に時差出勤制度を認めた場合の方が，交通手段

の転換を希望する人が多く存在することがわかった．ま

たその結果CO2の削減効果も大きいことが示された． 

 今後の課題としては，実務的には，市役所での時差出

勤制度の導入が業務上可能かどうか，どの部署では可能

でどの部署では不可能なのか，など時刻選択の業務面の

課題が挙げられる．またつくばのような都市では，パー

ク・アンド・バスライド施策が有効であることが確認で

きたが，他都市では現状の公共交通ネットワークで代替

できる可能性もあり，様々な条件下で勤務形態変更と時

刻選択をセットで行う施策の有効性を検証することが挙

げられる． 
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